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はしがき 

 

 本報告書は、日本財団の 2016 年度助成事業「船舶関係諸基準に関する調査研究」の一環として、目標指

向型復原性プロジェクトにおいて実施した「目標指向型復原性基準に関する調査研究」の成果をとりまと

めたものである。 

本プロジェクトでは IMO(国際海事機関)/ MSC(海上安全委員会)、SDC(設計・建造小委員会)及び SSE(船

舶設備小委員会)での審議に関する検討として、第二世代非損傷時復原性基準の策定、SOLAS 条約第 II-1

章改正案の検討及び旅客船の損傷時復原性改正の検証を行った。 
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1. はじめに(調査研究の背景・目的) 

 

1.1 背景及び目的 

損傷時復原性については、損傷時復原性の基準を確率論に統一するという SOLAS 条約第 II-1 章の改正が

MSC80(2005 年)において採択され、2009 年 1 月 1 日に発効した(SOLAS2009)。一方、非損傷時復原性につ

いては、非損傷時復原性コード(IS コード)を強制化するための見直し作業を SLF50(2007 年)で終了し、

SLF51(2008年)から本格的な動的復原性要件を導入するための検討(第二世代非損傷時復原性基準の策定)を

開始したところである。 

第二世代非損傷時復原性基準の策定にあっては、①ブローチング、②パラメトリック横揺れ、③デッド

シップ状態、④復原力喪失、⑤過大復原力の 5 つのモードについて、a．第 1 段階基準(簡易に計算可能だ

が、最も厳しい基準)、b．第 2 段階基準(第 1 段階基準よりは計算が複雑であるが、多少柔軟性がある基準)、

c．直接計算基準(計算が複雑であるが、様々な船型に対応できる基準)の 3 基準を策定することが合意され

ている。また、これらの基準に関しては、2017 年までに最終化することが予定されている。 

SDC 2(2015年2月)までの審議において、①ブローチング、②パラメトリック横揺れ及び④復原力喪失のa．

～b．までの各種基準が合意された。今後、残る基準の策定作業及び試計算に基づく合格基準の策定作業の

ため、SDC 3(2016年1月)までの間に、我が国(大阪大学 梅田准教授)をコーディネーターとするコレスポン

デンス・グループ(CG)を再設置し、審議することとなった。この第二世代非損傷時復原性基準は、これま

で我が国が主導して基準を策定していたところであり、引き続き有効かつ合理的な基準となるよう対応す

る必要がある。 

一方、損傷時復原性については、発効前よりSOLAS2009には技術的課題が残っていることが指摘されて

おり、SLF 53(2011年)から本格的な見直しが開始され、SDC 2(2015年2月)までの審議において、SOLAS20

09の条約本文の改正案が合意された。今後、SOLAS2009の条約本文改正案の注釈(Explanatory Note)の見直

しに関する検討が引き続き行われることとなっており、我が国が認識している問題について本議論の中で

積極的に提案し、合理的なExplanatory Noteとなるよう修正していく必要がある。 

更に、コスタコンコルディア号事故を受けて、MSC 92(2013年)から旅客船の安全の総合見直しが行われ

ているところである。これについても、EMSAやGOALDS等の欧州プロジェクトの研究結果を踏まえた旅

客船の損傷時復原性の向上が提案されており、技術的な検証に基づいた合理的な要件となるよう検討して

いく必要がある。 

そこで、本プロジェクトでは、船舶の設計、運航形態を考慮した現実的な復原性規則を設定するために、

我が国の実績が反映されるよう積極的に議論を先導し、必要な安全性を確保すると同時に、非合理／過剰

な設計を排除することを目指すことを目的として、1.2 に示す調査研究を行うことになった。 

 

1.2  調査研究の内容 

a) 第二世代非損傷時復原性基準の策定 

 第二世代非損傷時復原性基準の策定に関する IMO における審議に関して、調査研究を実施することで、

船舶の設計、運航形態を考慮した現実的な復原性規則を設定するために積極的に議論を先導し、有効か

つ合理的な基準とすることを目指す。 

 また、SDC 4(2017 年 2 月)における審議への対応を実施する。 

b)  SOLAS2009 の改善点等対応 

SOLA2009 の見直しに関連する CG 並びに MSC 及び SDC の審議への対応を実施する。 
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c) 旅客船の損傷時復原性基準の検討 

MSC92 から開始された旅客船安全に係る復原性の問題を検討する。2016 年 1 月開催の SDC 3 にて一旦

合意された旅客船の要求区画指数 R の増大について、我が国の建造旅客船への影響を考慮に入れつつ、そ

の妥当性を検証するとともに 2016年 5月開催のMSC 96及び同年 11月開催のMSC 97の審議に対応する。
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